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【流動負債】1流動資産】
199,341,677金 3,205,321 0,1 未払金

03 未払費用 5,974,356座預金 10,000,000

09 前受金 031,056,001
43,273,9821預金計 > 44,261,322 1 2 賞与引当金

未払法人税等 120,817,800二掛金 565,371,967 15.6

156 未払消費税 902,500:取手形及び売料金計> 5651371,967
0.1 預 り金 5,688,7732,680,833

0顧材料及び貯蔵品計> 2,6801833 01 仮受金

資産 除去債務 (短期 ) 0「払費用 21,354,998 0.6

0.0 仮受消費税 0〔収入金 1,270,227
375,9991088425,681 0.0 <流動負債計>猛替金

【固定負債】反払金 0 0.0

退職給付引当金 131,953,866霊け金 2,121,380,484 58.4

0.0 預 り保証金 750,000更払消費税 0

76,484,041
,イコI引 当金 (短期 ) -283,321 0.0 資産除去債務 (長期)

<固定負債計> 209,187,907キの他の流動資産計 > 21144,1481069 59 1

75 9 <負債合計> 585,186,995任動資産計> 2,756,462,191

【純資産】固定資産】
50,000,000876.891,483 24.2 資本金

利 益 準備金 12,500,000:物償却 累計額 -490,485,512 -13.5

11,4 別途積立金 45,000,000!物附属設備 414,832,408
3.942,039-361.6161416 -10.0 圧縮積立金

2,470,905,995:築物 391831,834 1,1 繰越利益剰余金
-1 1 当期純利益 462,368,627:築物償却累計額 -38,692,670

06 その他利益剰余金 2,982,216166120,372,622
2,994,716,661B械装置イ富去日累計額 -8,3561354 -0.2 利益剰余金

株主資本 3,044,716,661具備 品 149,095,679 4.1
-3.8 <純資産合計> 3,044,716,661具備品償却累計額 -136,451,472

3.629,903.656123.0451231 3.4 <負債及び純資産合計>
三資産計 > 588,4661833 16.2

化ん 82,887,482 2.3

0。 1クエア 5,186,077

291.703 0.0
!地権 2,309,075 0。 1

2.5【形固定資産計> 90,624,337

0.28,960,000

1 0,0珂係会社株式

:産更生債権等 16,254 0,0

01霊期前払費用 1,872,998

36と正税金資産 130,970,899

0 00

果証金及び雰文金 52,546,397 14

0.0筆倒引当金 (長期 )
-16,254

5.4贄資その他の資産計> 194,350,295

8731441.465 24.1

[産合計 > 3,629,9031656 100 0
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個 別 注 記 表
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ベス トケア株式会社

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

ア 時価のあるもの

事業年度末の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理 し、売却原価は

移動平均法により算定)

イ 時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は移動平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切 り下げの方法により

算定)

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産  定率法

ただし、建物 (建物附属設備は除く)並びに2016年 4月 1日 以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しています。

無形固定資産  自社利用のソフ トウエア・・・社内における利用可能期間 (5年 )に よる定額法

その他・・・・・・・・・・・定額法

リース資産   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については実績繰入率により計上するほか、貸倒懸念債権等、

特定の債権については、個別に回収可能性を検討 し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しています。

③退職給付引当金

中退共制度で支給される退職金については、確定拠出制度であるため、掛金を退職給付費用にて処理、

中退共以外の従業員については、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき計上しています。

中退共以外の執行役員については、退職給付に係る要支給額を退職給付債務とする簡便法を採用しています。

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税等の会計処理は、税抜方式によつています。
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Ⅱ.株主資本等変動計算書関係

1.当事業年度の末 日における発行済株式の数 16株




